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はじめに 

 

厚生労働省の「今後の人材開発政策の在り方に関する研究会報告書」では、今後の職

業訓練は「VR や AR などの ICT を活用した指導手法の開発や訓練受講者への個別対応

などにより、職業訓練の質の向上に取組んでいくことが必要である」とされ、令和３年

度から令和７年度までの職業能力開発施策の基本方針「第 11次職業能力開発基本計画」

においても「訓練内容の高度化や訓練実施の効率化を図るため、高障求機構が行うも

のづくり分野の職業訓練における新たな IT 技術（AR･VR 技術を活用した訓練、受講管

理システム等）の導入に向けて、訓練手法の開発・検証等を進める。」と定められてい

る。 

本調査研究は、令和３年度からの２か年計画で、職業訓練や教育現場における ICT の

活用状況に係る調査から現状を把握し、指導技法に活用できる ICT の選定と具体的な

指導方法を検討し、上記の計画を実現するための試行実施検証により、ICT を活用した

指導技法等を開発していくことを目的としている。 

令和３年度は、まず、職業訓練における指導の場面、運営の場面で効果が見込める

ICT の活用について広く検討していくこととして、特に効果が期待できる「① ICT を

活用した指導技法（対面）」「② オンライン訓練の効果的な実施方法」「③ 職業訓練へ

の LMS 等の活用」の３点について検討を進めることとし、本中間報告書としてとりま

とめを行った。 

また、今回整理した ICT の活用事例の中から「従来の指導における課題の解決が期

待できるもの」「汎用性が高く取り組みやすいもの」「導入が可能なもの」を選定し、指

導技法を整理した上で機構の訓練施設で試行実施を行い、その効果を検証することと

している。その後、これら一連の成果を指導技法として取りまとめ、調査研究報告書と

して令和４年度末に公開する予定であり、この調査研究が、職業訓練の ICT 化に係る

一助となれば幸いである。 

最後に、本調査委員会にご尽力いただいた関係者に感謝の意を表すると共に、日本

の職業能力開発の発展のためのご協力を賜りたくお願い申し上げる。 

 

2022 年３月 

 

職業能力開発総合大学校 

基盤整備センター 

所 長  植田 穣 
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第１章 調査研究の概要 

第１節 背景と目的 

職業能力開発促進法（以下「能開法」という。）に基づき、職業能力開発及び技能

検定その他職業能力開発に係る基本的な方針について、厚生労働大臣が策定する計画

である「第11次職業能力開発基本計画（令和３年度から令和７年度）」において、IT

や新たな技術を活用した職業訓練等を推進していく中で、「訓練内容の高度化や訓練

実施の効率化を図るため、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機

構」という。）が行うものづくり分野の職業訓練における新たなIT技術（AR・VR技術

を活用した訓練、受講管理システム等）の導入に向けて、訓練手法の開発・検証等を

進める。」とうたわれている。 

また、職業訓練や職業訓練指導員（以下「指導員」という。）の養成訓練については、

第４次産業革命に対応したカリキュラム開発が進む中にあって、デジタル技術の進展

に対応した新たな指導技法等の開発が求められている。 

ついては、上記の情勢を踏まえ、職業訓練現場におけるICTの活用状況に係る調査

により現状を把握するとともに、指導技法に活用できるICTの選定と具体的な指導方

法を検討し、試行検証結果を踏まえ、ICTを活用した指導技法等を開発することを目

的とするものである。 

第２節 調査研究の実施手順及び内容 

本調査研究の実施手順として、職業訓練の ICT 化において、特に期待ができる以下

の３点について検討を進めることとした。 

（１）対面指導における訓練指導技法の検討 

（２）オンライン訓練の効果的な実施方法に係る検討 

（３）学習管理システム（LMS）等の効果的な活用方法に係る検討 

 上記の検討を行うに当たり、まずは、ICT を活用した教育等における文献・Web 調査

及び民間企業や他の教育訓練機関等に対し、人材育成における ICT の活用事例や実技・

実習におけるオンライン教育の事例、教育機関等における LMS の導入事例等をヒアリ

ングまたはアンケート調査を行うこととした。 

 これらの検討を踏まえ、まず ICT 化のフレーム（枠組み）を整理した後に、ICT を活

用した指導技法の開発を行い、機構職業能力開発施設での試行実施も踏まえ、職業訓

練の ICT 化に係る指導技法の取りまとめを行うという手順で実施することとした。 
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第３節 研究会の開催 

本調査研究を進めるうえで、現場の識者の意見を伺うために、民間有識者、地方自治

体、厚生労働省、機構本部、機構職業能力開発施設、職業能力開発総合大学校（以下「職

業大」という。）の中から ICT を活用した人材育成や教育技法について見識を有する者

で構成した「職業訓練の ICT 化に係る指導技法等の開発研究会」を設置した。 

令和３年度は、民間有識者、地方自治体、厚生労働省、機構本部、機構職業能力開

発施設、職業大の関係分野に見識のある14名で委員を構成し、下記のとおり２回開催

した。 

① 第１回研究会 

 開催日時：令和３年 10 月 13 日（水） 10：30 ～ 16：30 

 開催場所：職業大 ２号館７階 図書閲覧室 

 主な次第 

  １．研究会の趣旨・目的等 

  ２．事前調査報告 

    （１）文献調査 

    （２）ヒアリング・アンケート調査 

  ３．事例紹介 

  ４．議題 

    （１）ICT 機器の活用により訓練効果の向上が見込まれる場面について 

    （２）実技、実習の中でオンライン訓練により実施可能な部分の抽出にして 

    （３）LMS 活用により実現する職業訓練の効果的な運用方法について 

② 第２回研究会 

 開催日時：令和４年２月 10 日（木） 13：00 ～ 16：30 

 開催方法：オンライン形式 

 主な次第 

  １．第１回研究会の振り返り 

  ２．議題 

    （１）ICT を活用した指導技法について 

    （２）オンライン訓練の効果的な実施方法について 

    （３）職業訓練等における LMS 等の活用について 

    （４）令和４年度の試行実施について 

  ３．まとめ・事務連絡 

    （１）中間報告書のとりまとめについて 

    （２）令和４年度の研究会のスケジュールについて
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第２章 事前調査 

第１節 文献・Web 調査 

本調査研究の実施に当たり、まず、職業訓練の ICT 化を進めていくための基礎資料

とするべく、国や民間企業の人材育成の現状や、学術・教育分野における ICT 化の現

状や事例などを、下記の文献等から事前調査を行った。 

・官公庁が発表する各種白書や調査研究報告書 

・教育機関等が発表する研究論文 

・民間企業の ICT を活用した人材育成、または ICT 製品リリースに係る記事 

１－１ 各種白書や報告書  

 厚生労働省人材開発統括官が実施する「今後の人材開発政策の在り方に関する研究

会報告書」（令和２年 10 月６日）において、第４次産業革命に伴う技術革新の進展等

に対応したデジタル技術を利活用できる人材を育成していくため、職業訓練プログラ

ムの開発や職業訓練の提供、職業訓練分野における ICT 活用を図ることにより、労働

市場における人材のリスキリング（再教育）やスキルアップの支援を強化するとされ、

具体的な取組として「VR や AR などの ICT を活用した指導手法の開発や訓練受講者へ

の個別対応などにより、職業訓練の質の向上に取り組んでいくことが必要である」と

されている。 

 経済産業省・厚生労働省・文部科学省の３省で執筆する「ものづくり白書」の 2021

年版では、デジタル技術が進展する中で、これらを活用していくために、中途採用によ

るデジタル技術に精通した外部人材の確保を行いつつ、主として自社の社員へのデジ

タル技術に関する教育訓練に注力していく必要があるとされている。また、教育にお

けるデジタル化の推進として、文部科学省が提唱する「GIGA スクール」構想の他、大

学においては、オンラインと対面の授業を組み合わせた「ハイブリッド型教育」の環境

整備などのデジタル活用の推進、生涯学習・社会教育分野では ICT を活用した取組の

推進や高卒認定試験のデジタル化、教育データの効率的な利活用等があげられている。 

 文部科学省が取り組んでいる GIGA スクール構想は、ICT 技術の浸透に伴い、教育分

野でも先端技術を効果的に活用していくために、「１人１台端末と、高速大容量の通信

ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様

な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実

に育成できる教育環境を実現する」こと、及び「これまでの我が国の教育実践と最先端

の ICT のベストミックスを図ることにより、教師・児童生徒の力を最大限に引き出す」

ことを目的とした取組で、2020 年度から始まる学習指導要領の改訂を受けたものであ
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り、まずは、2019 年度から 5 年間をかけて、ハードウエアの整備を行っている。なお、

「GIGA」は「Global and Innovation Gateway for All（全ての児童・生徒のための世

界につながる革新的な扉）」を意味する。2022 年現在の主な課題としては、ICT を活用

した授業は従来の授業と大きく異なり教員のスキルに左右されるため「教員の指導ス

キルの向上」や、端末を有効活用するための学習コンテンツを豊富に取り揃える必要

があるため「コンテンツのリッチ化」、小中学校に比べて公立高校では端末の整備があ

まり進められていないため「公立高校の ICT 環境の整備」などがあげられている。 

 経済産業省近畿経済産業局が令和元年に実施した「VR・AR 等の先進的コンテンツを

活用した取組実態及び知的財産権活用に関する調査」によると、VR・AR 等をビジネス

で活用するメリットとして、「自分目線で体験することにより、物事の理解を深められ

る」「時間・場所の制約を受けずに、現実には困難な体験が可能」「ユーザーの行動や視

線のログを取得でき、経営判断やビジネスに活用できる」「ハンズフリーでの作業が可

能になり、業務効率がアップ」の４つがあげられ、そのメリットを実感できる具体的な

シーンとしては、「効果的・実践的なトレーニング」「製造・建設現場の安全意識向上」

「建築物・機械装置の完成イメージのすり合わせ」「現場作業のアシスタント」「バーチ

ャル会社・工場見学」「遠隔コミュニケーション」の６つが報告されている。また、VR・

AR 等のビジネス現場での活用を進める課題は、「活用のノウハウや事例に関する情報不

足」「活用に際しての相談先が分からない」「活用すること自体が目的化してしまう」

「コンテンツ制作の手戻りが発生しがちになる」「日々進化するデバイスや技術のスピ

ードに追いつかない」の５つに整理されている。なお、これらの活用促進に向けた取組

の方向性として「さらなる活用事例の発掘、事例の見える化」「VR/AR/MR 活用セミナー

の開催」「新たな活用方法のアイデアを発想するワークショップの開催」「開発企業や

ユーザー企業に対してプレゼンテーションを行う場への参画」を提案し、報告が締め

くくられている。 

１－２ 研究論文等  

 職業大の独自の取組である「職業能力開発研究会（JASVET）」の中で、令和３年度に

「型枠技能者育成のための通信訓練教材の作成とその効果について」というテーマで

講演した舩木准教授によると、建設業就業者の高齢化が進行し、次世代への技術継承

及び技能者の育成が大きな課題となっており、その解決のための手段のひとつとして、

型枠技能者育成のための遠隔訓練用の教材（自主的に学習できる教材）を作成したと

のことであった。この教材は、ヘッドマウントディスプレイ（以下「HMD」という。）と

インターネットを用いた遠隔支援を組み合わせた教材で、試行結果によると、時間に

ばらつきがあるものの、実務上許容できる精度で技能を習得することが可能であり、
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また、実用には、HMD を活用した通信訓練の課題等が明らかになり、検証及び改善の余

地も残されているとのことである。その他、コロナ禍における大学等の教育機関のオ

ンラインによる遠隔授業の工夫や取組などの事例などを調査した。 

１－３ 民間企業の ICT を活用した人材育成等  

民間企業の ICT を活用した人材育成や ICT 製品リリースに係る記事についての調査

を行ったところ、コロナ禍で対面による研修が困難になったため、LMS 等を使用したｅ

ラーニングやオンラインで研修を行っている事例や、VR を使用した研修・教育プログ

ラムを提供している企業等の事例がみられた。従来の座学や集合形式の研修と比較す

ると、バーチャル空間で再現した現場での業務が体験でき、また、安全に同じ内容を繰

り返し体験できるため、学んだことが身につきやすいといった利点がみられる。技能

伝承についても、訓練シミュレータと OJT を組み合わせて、熟練工の技能を、安全に

伝承するための教育訓練を実施している企業の事例などが紹介されていた。 

１－４ 海外の動向  

海外の職業訓練の動向については、機構が平成 30 年度に「第４次産業革命の進展に

伴う職業訓練のあり方について」の検討を行う中で、国全体で「Industry4.0」として

職業訓練のデジタル化を進めるドイツの調査を行っている。その報告書によると、ド

イツでは、省令の改正により、職業訓練に作業のデジタル化、情報セキュリティ等に関

する能力を付与することが定められ、2019 年から５年間で 50 億ユーロ（約 6,000 億

円）が、職業学校を含む全国の教育現場に対して、デジタルインフラ整備（タブレット

端末や無線 LAN 環境の整備等）に、支出されることになっているとのことである。職

業訓練の現場においても、制御ラボ実習で、タブレットでコンピュータプログラムを

作成し仮想的に装置制御を体験する事例や、タブレットを活用した学習支援システム

が構築されており、教科書もノートもタブレットを利用して閲覧・入力している事例

や、学習支援システムに OLAT（Online Learning And Training）を利用し、教師・学

生ともに非常に学習効果が高いと感じている事例が報告されている。 

また、ICT を活用した事例としては、HMD を用いた仮想現実にラーニングファクトリ

ーを再現し、工場内でラインが停止した際の対処方法等のトラブルシューティングを

学ぶことができる事例や、ドイツのタイル貼りや道路工事の職種の職業訓練でタブレ

ットやスマートグラスが導入されている事例などが報告されている。 

ユネスコ（国際連合教育機関）の国際技術職業訓練センター（ UNESCO-UNEVOC 

International Centre：UNEVOC は UNESCO と Vocational の造語）では、ユネスコ加盟

国の技術教育・職業訓練（TVET：Technical and Vocational Education and Training）
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を支援している。例えば、2019 年に著作権の制限を回避し教育資源の共有化を行うた

めの「オープン教育資源（OER：Open Educational Resources）による勧告」を行った

り、技術教育・職業訓練（TVET）において、ICT の活用がもたらす様々な学習方法や、

それを可能とする教材について取りまとめた「トレンドマッピング－TVET 教育の未来

（Trends mapping - Innovation in TVET）」の発行（2019 年）や、技術教育・職業訓

練（TVET）に ICT などのデジタルテクノロジーを使用して品質の向上をはかるための

学習プロセスや学習環境の構築していくためのガイドである「テクノロジーを使用し

た TVET の品質向上（Promoting quality in TVET using technology）」の発行（2020

年）などを行った。また、教育システム全体で、ICT の使用に関するサービス前及びサ

ービス中の教師を教育するためのガイドである「教師のためのユネスコ ICT コンピテ

ンシーフレームワーク（UNESCO ICT Competency Framework for Teachers (ICT-CFT) 

Version 3）」を策定しており、多くの国の TVET 機関において、人材育成に活用されて

いる。なお、ICT-CFT は、2008 年に策定され、教育機関の情報化の現状に対応した改訂

がなされ、2011 年にバージョン２に、2018 年に現在のバージョン３に改訂された。 

第２節 ヒアリング・アンケート調査 

２－１ 調査の概要 

ICT 機器を活用した人材育成を先進的に取り入れている企業や、オンライン授業を実

施している教育機関、LMS を活用している教育機関等に主に下記についてのヒアリング

またはアンケート調査を令和３年度７月に実施し、53 者に協力依頼を行い 25 者に協力

をいただいた。 

① ICT の活用状況 

 ・人材育成の場面で効果が期待できる ICT 機器 

 ・ICT 機器を人材育成に活用した経緯や効果 

 ・ICT 機器を活用した人材育成サービス開発の経緯や導入企業の反応 等 

② オンライン訓練・授業の実施状況 

 ・オンライン訓練等の実施状況 

 ・オンライン訓練等の課題及び対応策 

 ・実技・実習におけるオンライン教育の事例 等 

③ LMS の活用状況 

・導入している LMS（プラットフォーム・サービス）とサービス内容 

・LMS 導入前の課題と導入した経緯 

・LMS 導入により得られた効果 等 
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２－２ 調査結果 

調査結果については、「ICT 機器」「オンライン訓練」「LMS」の 3 つの分類し、取りま

とめを行った。その中で、第 1 回研究会の３つの検討事項に活用できそうな主な事例

や意見に以下のようなものがあった。 

（１）職業訓練の質の向上が期待できる ICT 機器について 

・溶接シミュレータ、天井シミュレータ等は、実機が設置できない場所で、時

と場所を選ばずに安全に実習が行える。 

・VRを使った安全体感機は、高所からの転落など、現実に体験できない内容を

体感できるため実習前の安全教育に有用。 

・VRや3DCGを使用すると機械の内部構造や動作などを見ることができるので、

学科の理解を深めるのに有用。 

・実習の作業手順を確認するコンテンツを用意することで、実習前に手順の確

認や作業のイメージができ、実習をスムーズかつ作業時間の短縮が期待でき

る。ソーシャルスキルトレーニング支援のコンテンツは、面接対応などの就

職支援や、特別な配慮が必要な訓練受講者のコミュニケーション支援などに

も活用できる。 

・360 度全天球カメラを使って撮影したコンテンツは、視聴者が見たい方向を

見て、技術・技能の習得ができる。 

（２）実習の中でオンラインでも実施できる部分について 

・反転授業（動画等で事前に予習し、授業の中では演習や課題を行い学生個別

に対応する形態）を取り入れることで、実習についても集合形式で実施する

前に、事前にオンラインで動画を視聴し予習することで、実習をスムーズに

実施できる。 

・オフィスソフト操作習得の実習は、シミュレーション型で対応できる。 

・CAD実習については、施設のワークステーションをリモートで操作すること

で対応できる。 

・ネットワーク機器やサーバの実習は、シミュレータや実機にリモートで接続

することで実施できる。 

・プログラミング実習は、オンラインプログラミング実行環境等を利用し、訓

練受講者側にプログラミング環境を構築することなく実習できる。 

・一部の実験では、実験キット（材料や標本等を小分けにしたもの）を作りテ

キスト等あわせて送付し、自宅で実験ができるようにしたり、実験シミュレ

ータを用意できればオンラインで対応も可能。 

・一部の測定実験では、実験室内のオールインワン計測器に接続された低周波

発信器やオシロスコープをリモート接続し操作して、測定することが可能。 
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（３）LMS の活用で実現する職業訓練のより効果的な運用方法について 

・ログイン時だけでなくオンライン試験中も随時顔認証を行い、なりすましや

不正防止に役立てている。 

・訓練日誌（毎日提出）や欠席届等（本来であればその都度）の職業訓練に必

要な書類のやり取りがオンラインに向いていないため、LMSを活用してオン

ラインに合わせた形でやり取りできるようになればよい。 

・コロナ禍における学生の健康管理（体温、体調）にも活用している。 

・小テスト機能は記述式にも対応するとより効果的である（現在はWordで作成

したものを提出しているが、特別なソフトウェアがなくても対応できると

よい。）。 

また、「ICT 機器に係る人材育成や教育」については、下記①～⑦に ICT 機器を分類

して意見を伺った。 

① VRグラス・ARグラス ② 触覚デバイス・VRグローブ 

③ 各種運転・操作シミュレータ ④ モーション体感装置 ⑤ 電子黒板 

⑥ タブレット型PC（スマートフォン含む） ⑦ 実物投影機・書画カメラ 

伺うことができた主な傾向は以下のとおり。 

・①③④②（回答数順）などの仮想的な体験ができるICT機器は「技能・技術に係

る理解度や習得度の向上」「作業時における危険感受性や安全意識の向上」に効

果があるという回答結果であった。 

・「オンデマンド配信等の活用による人材育成向上」に効果があるICT機器につい

ては、⑥をあげる回答が８割近くと多く、その他の回答として①⑦②③⑤があげ

られた。 

・「技能・技術に係る習得時間の短縮化」に効果があるICT機器としては、③①②

の回答が半数以上あった。 

・「技能・技術指導に対する負担軽減」には、どのICT機器もつながるという回答

であった。 

・ICT機器等に活用するコンテンツについては「内部で作成し、内部で編集」とい

う回答が最も多かった。 

・ICT機器を導入する際の課題や問題点については、「コストの増加」という回答

が最も多く、次いで「ICTに精通した人的リソースの不足」「コンテンツの不

足」が順に多い回答であった。 
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「LMSを活用した人材育成や教育」について、主に使用しているLMSの機能を回答が

多かった順に並べ替えると図２－１のようになり、教材の配信の機能が最も多く使わ

れていることが伺える。 

 

図２－１ LMSで使用しているサービス・機能について 

また、LMSを運用しているサーバは、クラウド等外部に設置しているオフプレミス

という回答が８割、また、サーバ管理や機能拡充は外部委託しているという回答が５

割以上であった。 

２－３ 機構職業能力開発施設でのオンライン訓練の現状と課題 

機構職業能力開発施設のオンライン訓練の現状及び課題を把握するため、令和３年

の７月下旬から８月上旬にかけてポリテクセンター（離職者訓練）４施設、ポリテクカ

レッジ（学卒者訓練）３施設に対してヒアリング調査を実施した。 

 オンライン訓練を実施して得られた効果としては、新型コロナウイルスの感染リス

クに対する不安の解消や訓練が実施されるという安心感を与える効果や、挙手機能に

よる意思表示や訓練受講者の IT リテラシーの向上、指導員側の指導方法や教材、理解

度把握のための工夫など、オンライン環境特有の効果があげられた。 

 また、現状の課題としては、授業の進行速度が遅くなりがちな点や、訓練受講者個人

の理解度や進捗状況の把握が困難になった点、特別な配慮やサポートが必要な訓練受

講者への対応が難しいといった課題があげられた。また、パソコン操作に不慣れな訓

練受講者への対応や、通信回線や設備による課題もあげられた。 

 オンライン訓練を実施する際に行った工夫としては、一方的な説明にならないよう

に挙手機能や〇×問題などを用いて参加型の訓練を実施する、対面での訓練と比較し

て集中力を維持するために演習問題を増やす、対面訓練と比べて声が聴きにくいため

ゆっくりとした速度で説明する、モニタ越しに見ることを意識し情報量があまり多く
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ない見やすい教材をあらたに作成するなどの工夫があげられた。 

オンラインにより実施が可能な実技・実習については、下記①～⑧の実習について

条件が整えば実施が可能ではないかという意見を伺った。ただし、訓練用機器の持ち

帰り、ソフトウェアのインストールライセンス契約の変更といったオンライン訓練で

実技を実施するに当たり生じる課題は考慮していない。また、①、②、④については、

オンライン訓練として実施やすいケースとして、「オンラインで操作方法を指導する場

合」や「対面訓練により操作を指導後、オンラインで課題に取り組み、習得度を上げる

ための演習を行う場合」など指導員によって異なる意見であった。 

① アプリケーションの操作（オフィスアプリケーション等） 

② プログラミング（マイコン制御、NC トレース）  

③ 電子回路設計（シミュレーション） 

④ CAD 

⑤ 手書き製図 

⑥ ノギスやテスタ等を使用した測定作業 

⑦ NC プログラムの演習（ペーパー実技） 

⑧ プレゼンテーションの発表 

⑨ グループワーク等の演習 

⑩ 機械操作の事前演習 

（指導員の視点カメラ等による機械を操作している映像を活用） 
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第３章 ICT を活用した指導技法 

第１節 指導の場面における ICT の活用事例 

ものづくり分野の職業訓練に ICT を導入・活用することで、「より見やすく」「より

分かりやすく」「より安全に」なることにより、特に指導の場面において訓練受講者の

理解度や習得度の向上が期待できる。 

指導の場面における ICT の活用については、従来の指導に「ICT を加える」指導技法

と従来の指導を「ICT に置き換える」指導技法の 2 種類に大別される。なお、ICT に置

き換えた指導技法では、実際の訓練機器を用いた指導技法に比べて、訓練効果への完

全な置き換えは現在のところはできていないため、実際の訓練機器を使用した場合の

補完という役割にとどまっている。今後の ICT 分野の技術発展により、訓練効果への

完全な置き換えも可能になることを期待したい。 

職業訓練の指導の場面において、ものづくり分野の ICT の活用事例を、学科及び実

技においては技能の種別ごとに整理した。 

なお、職業訓練における技能の種別及び指導の段階については表３－１のとおり。 

表３－１ 職業訓練における技能の種別及び指導の段階 

職業訓練における「技能の種別」 

感覚運動系技能  
手や腕などの体の一部の運動を巧みに制御することが中心の
技能  
例）機械工作作業、手仕上げ作業、機械 /車両の運転操作、精密機器組立、電気工事 /

配管工事、機械組立作業、木工作業、溶接技能、建築 /機械製図作業 

知的管理系技能  

各種の法律や条件、基準、機能などを合理的に組み立てて目
的とする機能を実現するなど、知的な側面が中心の技能  
例）機械 /建築設計、施工計画、コンピュータプログラミング、シーケンス制御プログラム、回路設

計、パソコン用アプリケーションソフトの利用、コンピュータシステム設計、生産管理・品質管
理技能、経理管理技能、事務・企画技能  

職業訓練における「指導の段階」 

学科科目  「導入」「展開」「まとめ」（指導の３段階）  

実技科目  「導入」「提示」「実習」「総括」（実技指導の４段階）  

【参考文献】 職業訓練における指導の理論と実際（一社）職業訓練教材研究会  

１―１ 感覚運動系技能の指導における代表的な ICT 活用事例 

 感覚運動系技能の指導における ICT 活用事例について代表的なものを整理した。従

来の指導に「ICT を加える」指導技法の主な事例は以下のとおり。 
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・ 細かい操作がある実習などの説明において、視点カメラ等を活用して指導員の

動作や手元などを様々な映像を大型モニタやタブレットなどに表示すること

で、作業手順及び作業方法に対する理解度の向上が期待できる。また、録画す

ることで、訓練教材として活用でき、訓練受講者の振り返りや実習前の提示に

も活用できる。 

・  課題の製作過程や作業内容を簡潔にまとめた動画コンテンツをタブレット等

で確認することで、作業手順及び作業方法に対する理解度の向上が期待でき

る。 

・  実習前や実習中において、訓練受講者が作業手順、課題図面、完成物の立体イ

メージ等をタブレットで確認することで、作業手順に対する理解度の向上や

指導の効率化が期待できる。 

・  実習前において、VR 体感機及び安全教育コンテンツを活用して実習中に起こ

りうる災害を疑似体験することで、危険感受性及び安全意識の向上が期待で

きる。 

従来の指導を「ICT に置き換える」指導技法の主な事例は以下のとおり。 

・ 力覚センサ等を装備した装置を使用することで、カン・コツの感覚的な部分を

数値化し、作業方法（力加減など）に対する理解度の向上が期待できる。 

・  台数が少なく待ち時間が発生する機器の実習において、実機での実習前に、シ

ミュレータを活用して練習することで、作業方法に対する理解度の向上、待ち

時間の有効活用といった指導の効率化が期待できる。また、シミュレータによ

っては、習得度の向上も期待できる。 

１―２ 知的管理系技能の指導における代表的な ICT 活用事例 

 知的管理系技能の指導における ICT 活用事例について代表的なものを整理した。従

来の指導に「ICT を加える」指導技法の主な事例は以下のとおり。 

・紙面上に３次元で表現されている平面の課題図面等を３次元モデルに変換して

タブレットや VR グラス等に表示することで、製図の訓練における理解度の向上

が期待できる。 

・CAD やパソコン用アプリケーション、コンピュータプログラミングを習得する

訓練において、画面操作の記録や、話した内容の文字化ができるソフトウェア

を活用して、間違った箇所や解説を何度も確認できるようにすることで、訓練

受講者に対してのフォローや間違いやすい箇所の事前説明が行えるため、理解

度の向上や指導の効率化が期待できる。 

・施工計画や生産管理などの演習を伴う訓練において、タブレットや動画コンテ

ンツ等を活用して、訓練受講者の学習意欲を高めるとともに、訓練受講者の解

答を電子黒板に投影するなど双方向のやり取りを行うことで、理解度の向上が

期待できる。また、板書内容を記録することで、指導の効率化も期待できる。 
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従来の指導を「ICT に置き換える」指導技法の主な事例は以下のとおり。 

・油空圧やシーケンス制御のシミュレータを活用することで、繰り返し操作する

ことができ、制御システムの全体像や回路の動作、個々の機器・部品ごとの動

きなどに対する理解度が向上する。 

１―３ 学科及び指導に付随する場面における代表的な ICT 活用事例 

 学科及び指導に付随する場面における ICT 活用事例について代表的なものを整理し

た。従来の指導に「ICT を加える」指導技法の主な事例は以下のとおり。 

・オンデマンド教材や振り返りにも活用できる学科授業を録画した動画を活用す

ることで、学習意欲や理解度の向上、欠席した訓練受講者へのフォローが期待

できる。 

・実際に企業で活用されている ICT、例えば VR や AR を活用した職業訓練を実施

することで、活用法を習得させることができる。 

・ウェアラブルデバイス（骨伝導イヤホンやスマートウォッチ）を使用すること

で、オンライン訓練受講時の疲労軽減や、実習中の訓練受講者の体調把握での

活用が期待できる。 

・IC タグ、RF タグを使用した物品管理システムを使用して、訓練用機器及び器工

具を管理することで、物品管理の効率化や省力化が期待できる。 

また、現時点では多額の費用がかかる等の理由で実現が難しいが、今後の技術発展・

サービス展開により職業訓練への活用が期待される事例についても、研究会委員及び

Web により調査を行い整理した。（例：メタバースを活用した遠隔地の訓練や AI による

作業姿勢や製作物の評価等）整理した事例の詳細については、巻末資料１の研究会資

料「ICT を活用した指導技法について」を参照のこと。 

第２節 ICT デバイスごとの活用方法 

指導の場面で活用する下記の①から⑥の主な ICT デバイスについて、使用する機能

別の活用方法を整理した。なお、③HMD（VR）には没入感や相互通信、④AR には相互通

信の付加価値があること。また、活用イメージについては、巻末資料１の研究会資料

「ICT を活用した指導技法について」を参照のこと。 

① タブレット ② 電子黒板 ③ HMD（VR）④ AR グラス 

⑤ ウェアラブルデバイス ⑥ シミュレータ 
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表３－２ ICT デバイスの機能別の活用方法  
ICT 

デバイス 機能  活用方法  

① 
タ
ブ
レ
ッ
ト 

表示・再生  

・電子媒体資料の表示  
・資料を拡大し見やすくしたり、縮小して資料全体を見た
りする  

・動画と音声の再生  
・作業手順の確認  

書込・入力  

・電子媒体資料への書き込み  
・回路の動き等の書き込み  
・穴埋め資料を表示して授業の中で書き込み  
・図形機能で真円などがきれいに書ける  
・指を使っての直感的な操作ができる  
・キーボードやペンの追加でさらに入力を楽にできる  

アプリケーショ
ンの追加  

・AR 機能で機器等の補足説明に利用可能  
・指導員の端末からの問題を受信し、書き込んだ結果を指
導員の端末へ送信  

・訓練教材の追加  

保存・記録  

・資料を電子データで保存できる  
・カメラ機能で実習風景を動画や画像で撮影する  
・保存されたデータをいつでも確認できる  
・保存データを指導員・訓練受講者共に振り返りに活用  
・クラウドサービスを活用し、データを共有する  

② 
電
子
黒
板 

表示・投影  
・電子媒体資料の提示  
・部分的に拡大・縮小  
・部分的に隠したり・強調したりする  

書込  

・補足説明の追記  
・回路の動き等の書き込み  
・穴埋め資料を提示して授業の中で書き込む  
・図形機能で真円などがきれいに書ける  
・板書内容を自由に移動・配置できる  

他の ICT 機器  
との連携  

・書画カメラやパソコンなどの外部機器をワイヤレスで表
示  

・スマホなどの動画コンテンツをそのまま再生  
・複数の機器の画面をサムネイル表示し選択･拡大が可能  
・訓練受講者のタブレットに、問題を配信し、それぞれの
訓練受講者が書き込んだ結果をサムネイル表示  

板書の共有  
（配信）  

・訓練受講者の手元タブレットに、板書内容を配信  
・遠隔地で板書内容の確認ができる  

表示内容の  
記録  

・板書内容が常に電子データとして保存できる  
・保存されたデータはいつでも確認できる  
・保存データを指導員・訓練受講者共に振り返りに活用  
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③
Ｈ
Ｍ
Ｄ
（
Ｖ
Ｒ
） 

表示  

・360 度カメラで撮影したものを表示  
・首の動きに連動して、見ている映像が変化する  
・コントローラ操作や実際に移動することで、仮想現実の
中で移動することができる  

領域認識  

・安全領域を事前に設定しておけば、領域外に出そうにな
った時に警告を出すことができる  

・領域外に出た場合は仮想現実からカメラ映像に切り替わ
り、ゴーグルをつけたままでも外の状況を把握できる  

拡張性  

・アプリケーション導入やコンテンツ追加による拡張性  
・コントローラを使うことで現実体験に近い仮想体験がで
きる  

・ドローン(無人航空機)に取り付けたカメラ映像を HMD
で見ながら操作することで、構造物の点検等に利用でき
る  

移動  
・軽量、小型であるため、教室や実習場への移動が可能  
・通信環境さえあれば、情報のやり取りがどこでも可能  
・自宅に持ち帰り、オンライン訓練用に利用できる  

スマートフォ
ン・タブレット

で代替  

・様々なヘッドセットがあるため、スマートフォンを簡易
VR ゴーグルとして使用できる  

・スマートフォンを使用した簡易 VR ゴーグルは、首の動
きのみの変化による 360 度映像の視聴に適している  

④ 
Ａ
Ｒ
グ
ラ
ス 

表示  ・実際の機器等に重ねて説明が見られる  
・作業手順を作業しながら見ることができる  

遠隔地への指示  ・カメラと通信機能があれば、AR グラスを着けた作業者の
映像を遠隔地から確認し、指示を出すことができる  

拡張性  

・コンテンツ（教材）の追加による拡張性  
・AR マーカーを画像、音声、テキストなど様々なものに設
定でき、表示するものを自然に AR グラスに表示するこ
とができる  
※現実世界と重ねるため基点となる AR マーカーが必要  

・AR テキストにより、紙面では表現が難しい 3D 映像を表
示させることができる  

移動  ・軽量、小型であるため、教室や実習場への移動が可能  
・通信環境さえあれば、情報のやり取りがどこでも可能  

スマートフォ
ン・タブレット

で代替  

・スマートフォンやタブレットのカメラ機能を利用して、
合成した映像を確認することができる。  

・AR グラスと異なりウェアラブルではないため、手がふさ
がる作業には適さない。  
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⑤ 
ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
デ
バ
イ
ス 

カメラ  

・指導員の目線の位置に取り付け、視点を訓練受講者に見
せる  

・手元に取り付け、手元の作業を訓練受講者に見せる  
・技能伝承に活用する  

モーション  
センサ  

・実習中、指導員の体の使い方を数値化し、訓練受講者に
伝える  

・溶接作業時、溶接棒の動かし方や姿勢を分析する  
・やすり作業の体の使い方、力の入れ方を分析する  
・技能伝承に活用する  

音声入力  
・作業中でも端末を操作できる  
・話している内容を、文字に変換できる  
・AI によるサポートを行う  

骨伝導イヤホン  
・骨伝導で音声を伝えるため、耳を塞がないので周囲の音
も聞くことができる  

・長時間の装着でも疲れない（オンライン訓練向き）  

スマート  
ウォッチ  

・作業中の不規則な心拍を通知する  
・転倒時に緊急警告を出す  
・情報を表示する  
・機器を操作する  

⑥ 
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ 

操作シミュレー
ション  

実機系シミュレータ（溶接、天井クレーン、建機、工作機械等）  
・シミュレータで安全に操作を覚える  
・シミュレータであれば指導員の補助なく練習が行える  
・実習では体験できない様々なシチュエーションを想定し
た操作訓練が行える  

・実機を設置できない環境での実機の操作を体験できる  

体験シミュレー
ション  

災害体感シミュレータ  
・実際に体験できない様々な災害事例を仮想で体験するこ
とで、安全意識、危険感受性を高めることができる  

・定期的に体感することで安全の重要性を再認識できる  
・災害が発生するプロセス等を体験することで、危険を早
期発見する能力や、リスクアセスメント能力を向上させ
ることができる。  

シミュレーショ
ンの採点・評価  

実機系シミュレータ（溶接、天井クレーン、建機、工作機械等）  
・作業姿勢採点機能で、正しい姿勢を身につけられる  
・自分の操作を理想の操作に近づけることができる  
・自分の操作を客観的に様々な指標で採点できる  
・適切な溶接棒を動かすスピードや角度を身につけられる  

パソコン・  
クラウド活用  

で代用  

シミュレーションソフト（回路シミュレータ等）  
・現実と同じ動きをパソコン上で安全にシミュレーション
できる  

・システムを組み上げる前に、様々な検証が行える  
・自分で選択することで作業手順の理解が向上する  
・実機がなくてもソフト上で繰り返し練習でき、訓練効果
が高い（シミュレーションソフトを活用すれば、実機を買
わなくても実習が行えるが、従来の指導方法とは異なる
ため指導員側の研修が必要になる）  
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第４章 オンライン訓練の効果的な実施方法 

第１節 オンライン訓練の効果的な実施 

 職業能力開発促進法及び職業能力開発促進法施行規則に定める職業訓練の基準に基

づく職業訓練の運用方針を定めた「職業訓練運用要領」が令和２年５月 29 日に改正

され、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止及び ICT の急速な発達と普及拡大の

状況に鑑み、オンライン訓練の実施を可能とする改正が行われた。また、令和３年２

月 25 日に、時限的な特例措置として通信の方法により行う科目を実技に適用する改

正が行われたところである。 

 現在、機構の職業訓練では、ものづくりの技能・技術を習得する実学一体の訓練を

実施していることから、オンライン訓練については、対面訓練と同程度の習得が見込

める学科のみに限定して実施しているところであるが、オンライン訓練をより効果的

に実施するために、以下の３点について検討を行い整理した。 

・オンライン訓練を実施して得られた効果 

・オンライン訓練の課題とその対応 

・オンデマンド型訓練の効果 

１―１ オンライン訓練を実施して得られた効果 

 機構職業能力開発施設の中で、緊急事態宣言等の発令によりオンライン訓練の実績

が多いポリテクセンター４施設とポリテクカレッジ３施設に対してヒアリング調査を

行った。オンライン訓練を実施して得られた効果については、大きく「感染リスクに

対する不安の解消や、訓練を受講できるという安心感を与える効果」と「チャット機

能や挙手機能の活用等、オンライン環境特有の効果」の２つがあげられた。 

 オンライン環境特有の効果に関する事例は以下のとおり。 

・挙手機能等の活用で、これまで消極的だった訓練受講者が理解したかどうかの意

思表示をするようになった。 

・ポリテクカレッジでは、対面訓練と比べて出席率が上がったり、課題等の提出期

限を厳守するようになった。 

・対面訓練で生じていた、グループワーク等で他グループの声が気になる、後ろの

座席から板書が見づらい等がなくなり、訓練に集中しやすくなった。 

・訓練受講者の IT リテラシーが向上し、オンラインに対する抵抗が減り、オンラ

イン面接でも対面のように対応できるようになった。 

・訓練受講者が理解しやすいような説明方法、見やすい教材の作成、理解度を把握

するための工夫など、指導員のオンライン訓練に対応するための工夫が見られた。  
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１―２ オンライン訓練の課題とその対応 

 職業訓練で、学科におけるオンライン訓練を実施する際の課題とその対応方法につ

いて、機構職業能力開発施設でのヒアリング調査及び他の教育機関の事例を参考に

「訓練受講者」側と「指導員」側の視点で整理した。 

なお、職業訓練要領では、同時双方向（ライブ形式）のオンライン訓練の時間内で

の訓練用コンテンツの活用（オンデマンド配信）は認められている。 

（１）訓練受講者側の視点での課題や対応方法 

 オンライン訓練の課題とその対応方法の代表的な事例について、訓練受講者側の

視点からは表４－１のとおり。 

表４－１ 訓練受講者側の視点での課題や対応方法 

課題  指導員の対応方法  

音声が聞き取りにくい 
・ゆっくりメリハリをつけながら話す  
・重要なところは 1 度だけではなく繰り返し話す  
・ポイントをまとめた資料を別途作成し配布  

集中力が長続きしない 

・動画コンテンツは 10 分程度を上限とした短いものとする  
・意見交換や質疑応答の時間を適宜とる  
・説明を聞く時間より、課題や演習を行う時間を増やす  
・休憩を増やしたり、手を動かす要素を多く取り入れる  
・画面上に、指導員も適宜映るようにする  

講師の感情が 
わかりにくい 

・可能であればマスクを外し、表情を見せる  
・身振り手振りを交え、淡々と話さないように気を付ける  

ホワイトボードや資料が 
見にくい 

・オンライン用に文字や画像を大きくした資料を作成する。 
・ホワイトボードを撮影するカメラの位置や、オートフォ
ーカス機能をオフにするなどの工夫する  

・ホワイトボードを使わず、手元の板書メモをカメラで撮
影し、プロジェクタに投影や配信を行う  

目が疲れる 

・訓練の合間に椅子から立ってストレッチ等を提案する  
・対面時と比べて、適宜休憩を増やし、画面を見ない時間を
つくる  

・画面の明るさを落として目に優しい画面設定を提案する  
・休憩時間中は画面を見ずに遠くの景色を見て目を休めま  
せる  

（２）指導員（実施運営側）の視点での課題や対応方法 

オンライン訓練の課題とその対応方法の代表的な事例について、指導員（実施運

営）側の視点からは表４－２のとおり。  
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表４－２ 指導員（実施運営側）の視点での課題や対応方法 

課題  指導員の対応方法  

訓練受講者の表情から理解
度の把握がしづらい 

・挙手機能等で理解度を適宜確認する  
・理解度の報告を LMS やメールで毎回行う（５段階等） 
・小テストや確認テストを行い理解度の共有を行う  

オンライン訓練に合わせた教
材（テキスト）の作成  

・フォントサイズの変更  
・写真・映像などの視覚的な要素の追加  

授業の進行が遅くなりがち 
・事前の資料配布  
・オンデマンド型教材の活用  
・対面と比べて板書の量を減らし、資料化する  
・電子黒板を活用して板書の時間を減らす  

配信のための機器の操作を 
行う間授業が中断される 

・スイッチャーを導入し集中管理できるようにする  
・補助者を配置し、切換作業を行う  

モバイル回線利用者への配
慮（データ通信量や回線の太さ） 

・十分なデータ通信量の確保  
・動画（カメラを含む）、画像の配信は指導員のみ使用  
・音声付き PowerPoint 資料を作成（データ通信量の削減） 

出欠の確認  
（なりすましや不正防止） 

・顔認証可能な LMS と連携し本人確認を行い、出欠確
認を行う  

・オンライン試験中も随時顔認証による本人確認を行
い、なりすましや不正の防止を行う  

上記のほかに、「授業を中断することなくトラブル対応を行うため、補助者を配置

する」「配信用とは別に、訓練受講者からどう見えているかを確認するために訓練受

講者と同様の環境を用意する」「受講環境の整備コストを下げるため、訓練受講者個

人のパソコンやタブレットを活用する（Bring Your Own Device:BYOD）」といった対

応も有効である。 

１―３ オンデマンド型訓練の効果 

大学等の教育機関では、自分の好きな時に講義の映像や資料にアクセスして学習が

できるオンデマンド型の講義が実施され、受講した学生は単位が認定される。一方、現

在の職業訓練運用要領では、同時双方向（ライブ形式）のオンライン訓練の時間内で、

訓練用コンテンツの活用（オンデマンド配信）は認められているが、単位の認定等はさ

れないため、職業訓練において、オンデマンド型の訓練を実施することで期待できる

効果と課題について以下のとおり整理した。 

（１）訓練受講者側の効果 

・場所と時間を選ばず受講できるためすき間時間等を活用した学習が可能。 

・理解度に応じて自分のペースで学習できる。 

 （やる気がある訓練受講者、能力が高い訓練受講者はどんどん先に進められる。

ただし、ペース管理ができない訓練受講者は受講せずに溜めてしまう可能性が
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ある） 

・苦手箇所は繰り返し視聴できるため、進捗が遅い訓練受講者も理解度を深める

ことができる。 

・再生速度の変更や巻き戻しが可能なので、見逃しや聞き逃しが発生しない。 

・進捗状況等が可視化されて分かりやすい（LMS の併用）。 

・体調不良等による欠席が発生しない。 

・リアルタイムのオンライン訓練と異なり、回線の影響を受けにくい 

（２）実施施設側の効果 

・配信側も時間と場所を選ぶ必要がないため、指導員（外部講師含む）の好きな時

間に訓練を配信でき、また、外部講師の確保もしやすくなる。 

・一般教養の科目や、専門性が高すぎて講師の確保が困難なセミナー等の訓練コ

ンテンツの共有化が図ることができる。 

・訓練コンテンツの視聴履歴を分析し、繰り返し視聴されている箇所を確認する

ことで、訓練内容の改善ができる。 

・指導員間で映像・資料を共有できる上、適宜、修正等の改善を加え、内容の更新

を図ることができる。 

・指導員が視聴することで、指導法の改善や専門性の拡大に活用できる。 

（３）オンデマンド型訓練の課題 

・対面型訓練では他の訓練受講者から情報（課題提出、分からない問題など）を得

やすい。しかし、オンデマンド型訓練では、個人の受講となるため、他の訓練受

講者から情報を得にくい。その弊害として、課題の提出を忘れたり、授業で分か

らないことを他の訓練受講者に聞くことができないために授業についていけな

くなる訓練受講者が発生する。 

・対面型訓練に比べ、訓練受講者の進捗管理や理解度の確認が難しいため、訓練

受講者一人ずつに対し、きめ細かな受講サポートが必要になる。 

職業訓練でオンデマンド型訓練を実施した場合、在職者訓練では、企業にとって利

用しやすい時間でセミナーを受講でき、これまで業務で参加できなかった従業員にも

訓練機会が提供できる。また、学卒者訓練では、LMS 等を併用することで習得状況の

把握が容易となり、学生の自主的な学習を促進する可能性がある等、多くのメリット

が期待できる。 

オンデマンド型訓練の課題としては、対面型の訓練と比べて、指導員の視点では、

訓練受講者の進捗管理や理解度の把握が困難である点、訓練受講者の視点では、他の

訓練受講者からの状況を得にくくなるという点から、授業についていけなくなる訓練

受講者が増えることが予想される。そのため、対面型訓練と比べて、より訓練受講者

一人ずつに対してのきめ細かな受講サポートが必要になる。離職者訓練においては、

訓練受講者の大半が雇用保険受給者であるため、オンデマンド形式で任意の時間に受

講できるようにする場合は、受講証明の際に必要な出席の確認方法等についての対応

の検討が別途必要となる。 
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第２節 オンライン訓練で実施が見込める効果的な実技・実習 

 現在、機構のオンライン訓練では、対面訓練と同程度の習得が見込める学科に限定

して実施しているが、今後、緊急事態宣言等に伴う業務停止等が発生した場合に訓練

機会の提供に限りがあることや、事業主等の利用者に対して、オンラインでの在職者

訓練の実施に係るニーズに対応する必要がある。これらの課題に対応するとともに、

訓練受講者を含む利用者の利便性をさらに高めるため、オンライン訓練で実施が見込

める実技・実習について整理した。 

なお、機構が実施する職業訓練は、ものづくりの技能・技術を習得する実学一体の

訓練であり、特に実技・実習の指導については、製造現場や施工現場を模擬的に再現

した環境で、訓練受講者の安全に配慮しながら、訓練用機器を繰り返し操作させて習

得度を高めており、対面での指導を原則としているところである。機構における「実

技・実習」の定義は以下のとおり。 

パソコンや汎用機械等の訓練用機器を操作しながら技能を習得するいわゆる一般

的な実習や、各種施工計画や生産管理・品質管理などの演習、複数の訓練受講者で

行うプレゼンテーションやグループワークなど。 

例）機械加工・組立、配線・配管作業、木工作業、製図作業、設計作業、測定・測量、アプ

リケーション操作、各種プログラミング、CAD、工学実験、演習、グループワーク 

 整理の中で、安全指導が必要なもの、訓練用機器等を繰り返し操作し技能を習得す

るもの、カン・コツの習得が必要になる実技・実習については、オンラインではなく

あくまで対面の実施が必須であるとした。ただし、在職者訓練で基本スキルを有する

訓練受講者の事業所と職業能力開発施設の実習場をオンラインでつないで行う訓練な

ど、条件がそろえば、実施できる場合も考えられる。 

 また、オンラインによる指導が可能な実技・実習について、以下の①から④の４つ

のカテゴリで整理した。 

① 訓練用機器等の貸し出しで実施が可能となる実技・実習 

（工具や材料など移動可能な訓練機器を使用した実習など） 

② 訓練用機器が不要な演習やグループワーク 

 （紙面上で行う課題演習やクループディスカッションなど） 

③ オンデマンド教材等の視聴によって行う実技・実習の一部 

  （作業手順やポイントなどの事前説明） 

④ 専用ソフトウェアの使用により行う実技・実習 

 （専用ソフトウェアの使用により行う実技・実習） 
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なお、上記４つのカテゴリであっても、訓練受講者の保有するスキルによってはオ

ンラインでの指導が難しい場合があることに留意することが必要である。 

また、①は安全指導・監視・事故発生時の対応及び訓練用機器の施設外への持出し

など実施環境の整備についての留意が、④はソフトウェアのライセンス契約等につい

ての留意（施設外で使用して問題がないか等）が必要である。 

オンライン訓練で実施が可能な実技・実習について、どのような内容のものがある

かについて、本研究会の委員や機構内の指導員で構成するカリキュラム等検討委員会

の委員に伺いカテゴリの分類として整理した。なお、例示している実技・実習はあく

まで一例であり、他の系における同様の実技・実習も含んでいる。 

オンラインでの実施が見込める感覚運動系技能の実技・実習の一例は表４－３のと

おり。なお、実習の実施方法や実施する時の課題等は、巻末資料３の研究会資料「オン

ライン訓練の効果的な実施方法について」を参照のこと。 

表４－３ オンラインで実施が見込める感覚運動系の実技・実習（一例） 

No. 実技・実習内容  指導の段階  カテゴリ 

1 溶接作業  導入  提示  ③  

2 非破壊検査  導入  提示  実習  総括  ①  ③  

3 製缶１ 導入  提示  実習  総括  ①  ③  

4 箱曲げ展開図法  導入  提示  実習  総括  ①  

5 製図作業（手書き） 導入  提示  実習  総括  ①  

6 ノギスやマイクロメーター等を使用した測定作業  導入  提示  実習  総括  ①  

7 テスタやクランプメーター等を使用した測定作業  導入  提示  実習  総括  ①  

8 電気工事(器工具の取扱、単位作業) 導入  提示  実習  総括  ①  

9 通信設備工事(LAN ケーブル・同軸ケーブル) 導入  提示  実習  総括  ①  

10 管工事作業(切断、はんだ付け、接着) 導入  提示  実習  総括  ①  

11 家屋模型の製作実習  導入  提示  実習  総括  ①  

12 空調管銅管のフレア加工練習  導入  提示  実習  総括  ①  

13 給排水衛生設備据付実習  導入  提示  ②  

14 ビルクリーニング作業  導入  提示  ③  

15 測量（長さ測定）作業   導入  提示  実習  ②  

また、オンラインでの実施が見込める知的管理系技能の実技・実習の一例は表４－

４のとおり。なお、実習の実施方法や実施する時の課題等は、巻末資料３の研究会資料

「オンライン訓練の効果的な実施方法について」を参照のこと。 
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表４－４ オンラインで実施が見込める知的管理系の実技・実習（一例） 

No. 実技・実習内容  指導の段階  カテゴリ 

1 アプリケーションの操作（Office 等） 導入  提示  実習  総括  ④  

2 プログラミング実習  導入  提示  実習  総括  ④  

3 回路設計（シミュレーション） 導入  提示  実習  総括  ④  

4 CAD 導入  提示  実習  総括  ④  

5 CAM 導入  提示  実習  総括  ④  

6 NC プログラムの演習（ペーパー実技） 導入  提示  実習  総括  ④  

7 ネットワーク構築（サーバ構築等） 導入  提示  実習  総括  ④  

8 BIM 導入  提示  実習  総括  ④  

9 機械保全  導入  提示  実習  総括  ①  ③  

10 有接点シーケンス制御（機器の取扱、配線作業） 導入  提示  実習  総括  ①  ③  

11 PLC 制御（プログラム入力） 導入  提示  実習  総括  ①  ③  

12 マイコン制御実習  導入  提示  実習  総括  ①  ④  

13 溶接施工計画  導入  提示  実習  総括  ②  

14 品質管理  導入  提示  実習  総括  ②  

15 工学実験  導入  提示  実習  総括  ②  ③  

16 グループワーク 導入  提示  実習  総括  ②  
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第５章 LMS を活用した職業訓練の運営方法 

第１節 LMS の概要 

LMS（Learning Management System）は「学習管理システム」とも呼ばれ、インター

ネットを通して、教材の配信や、レポート等の提出、学習状況や成績等の管理を一元的

に行うことができるシステムで、ｅラーニングを運用するためのプラットフォームと

なっており、学校などの教育機関や、企業の研修などに活用されている。特に、ｅラー

ニングでは、オンデマンド型（非同期型）で実施することにより、時間や場所の制約を

受けず繰り返し学べる点が大きな利点となっている。 

また、昨今では Web 会議システムと組み合わせて、リアルタイムのオンライン授業

やオンライン研修の実施にも活用されている。 

LMS の主な機能としては、下記のような機能があげられる。 

・教材・資料や課題等の配信・閲覧 ・動画の配信・閲覧 ・課題等の提出 

・スケジュール管理 ・成績、進捗管理 ・オンライン試験・小テスト 

・掲示板 ・ディスカッション ・アンケート ・コンテンツの作成支援 

LMS の活用イメージを図５－１に示す 

 

図５－１ LMS の活用イメージ 

利用者  
・パソコンやタブレット・スマートフォン
などの端末から接続できる 

・時間や場所の制限がなくコンテン
ツを繰り返し確認できる 

・進捗状況や成績等がリアルタイ
ムに反映されるので得意不得意
分野の把握ができ、理解度に
応じた学習ができ、モチベーション
の維持につながる 

LMS サーバ 
・自社のサーバに導入（オンプレミ
ス）する場合とクラウド等の社
外に設置する（オフプレミス）
場合があり、現在はクラウドが
主流  

・利用者ごとに配信する教材等を
管理できる 

・小テスト等は自動的に採点し、
成績や受講状況の集計を行う 

・教材・動画等の配信  
・小テスト・アンケート 
・利用者への連絡等  

データ
ベース 
(DB) 

・訓練受講者管理 DB 
・成績管理 DB 等  

管理者  
・成績や進捗状況・学習履歴が利
用者ごとに管理 ・把握できるの
で、個別指導が行いやすい 

・訓練受講者の管理や連絡等の
作業が一元化でき、作業時間の
削減や運用の効率化が行える 

・録画配信等を活用すれば、何度
も繰り返し同じ講義を行わずに済
み、講師の負担が軽減される 

・課題等の提出  
・進捗状況等報告  
・小テスト・アンケート等の回答  

・コース・成績管理  
・教材の更新や割当  

・提出された課題やアンケート 
・進捗状況等の報告  

LMS サーバ 

利用
 

管理
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第２節 職業訓練等での LMS の活用 

LMS を職業訓練に導入することによって得られる期待できる効果や課題について整

理した。LMS の職業訓練への導入のイメージを図５－２に示す。LMS を職業訓練等に導

入することで、訓練受講者の理解度向上や指導員の事務効率化につなげることができ

る。 

 

図５－２ LMS 導入のイメージ 

また、LMS の他にも、校務支援システム等が教育現場では活用されており、職業訓練

等に活用することで事務効率化や訓練受講者の利便性向上につなげることができる。 

 

図５－３ その他の ICT 導入のイメージ 

また、LMS 等がもつ様々な機能のうち、他大学や職業大での活用事例を参考に、職業

訓練での活用を想定して、特に効果が見込まれる機能について表５－１のとおり整理

紙で配られた教材で予習・復習  

訓練中、質問しづらい 

小テスト・課題は紙で実施  

訓練の進捗状況や苦手分野  
がよくわからない 

課題・小テストの採点に 
時間がかかる 

訓練受講者ごとの得意･不得意分
野の把握・分析に時間がかかる 

緊急連絡は電話か HP 掲載の
 

課題の進捗状況が分からない 

訓
練
受
講
者 

指
導
員
等
の
管
理
者 

動画教材で予習・復習  

LMS でいつでも質問可能  

小テスト・課題は LMS で実施  

訓練の進捗状況、得意不得意  
分野を LMS で可視化  

課題・小テストは自動採点  

訓練受講者個人の得意不得意や 
クラス全体の傾向分析がすぐできる 

課題の進捗状況をリアルタイムに把握  

緊急連絡を LMS で速やかにできる 

現状（LMS 導入前） LMS 導入後のイメージ 効果  

理解度向上  
利便性向上  

事務効率化  

指導方法の
改善  

理解度向上  
利便性向上  

出欠、指導記録等は全て手書き 

受講証明書発行に時間がかかる 

施設見学会は現地開催のみ 

就職支援は対面のみ 

出欠、指導記録等のデジタル化  

受講証明書発行もすぐに可能  

就職支援をオンラインで実施  

VR を活用して施設見学会を実施  

その他の ICT 導入のイメージ 

事務効率化  
利便性向上  
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した。また、活用する場面別の LMS 等の活用事例については、巻末資料３の研究会資

料「職業訓練等での LMS 等の活用について」を参照のこと。 

表５－１ 職業訓練に活用することで特に効果が見込まれる機能等 

 機能  概要  

Ｌ
Ｍ
Ｓ 

教材や資料の  
共有機能  

動画コンテンツも共有でき、アップロード、閲覧がいつで
も可能。  閲覧開始時期や閲覧期限設定する等、見せるタ
イミングをコントロールすることが可能。  
また、指導員間で教材等を共有することで、教材作成の効
率化や質の向上が期待できる。  

課題機能  課題の実施、提出が可能。提出期限を設定でき、提出状況
も一覧で把握できる。  

小テスト機能  
アンケート機能  回収・採点・集計を自動で行うことが可能。  

訓練受講者への  
連絡機能  

掲示板機能やメッセージ機能を活用して、クラス全員に一
斉連絡や個別連絡も可能。  
事務連絡から緊急連絡まで速やかに実施でき、訓練受講者
から回答させることもできる。  

マルチデバイス機能  
施設のパソコンからだけでなく、訓練受講者の持つパソコ
ンや携帯電話等からアクセスできるようにすることで、い
つでも確認できる。  

e ポートフォリオ機能  小テストの結果等から、得意分野・不得意分野の把握がで
きる。  

そ
の
他 

出欠、指導記録等の  
デジタル化による  

一元管理  
出欠管理・指導記録・履修証明・就職状況等をデジタル化・
一元管理することで、業務効率の改善が期待できる。  

訓練機器の点検記録  
や使用記録を  
デジタル管理  

作業開始前点検簿や機器使用日常記録簿をデジタル化す
ることで、日々の記録集計や報告様式作成等の効率化が期
待できる。  

また、LMS を導入する際の課題について、研究会委員及び Web・ヒアリング調査等に

より主なものについて下記のとおり整理した。 

・LMS に高い効果を望むには、導入目的の明確化、管理面を含めた機能の整理、e ラ

ーニングの仕組みの構築が必要。 

・セキュリティ対策として、ハードウェア・ソフトウェア両面からの対策が必要。

（ユーザー認証における多要素認証等） 

・既に運用している訓練受講者や成績管理データベースとの連携や、ハローワーク

システム等の施設外データベースとのすみ分けの整理が必要。 

・SaaS（クラウド上で提供されるサービス）や PaaS（クラウド上で提供されるプラ

ットフォーム及びサービス）、オンプレミス（自社運用）などのサーバの形態によ
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り、維持管理を行う範囲が異なるので、導入前に検討・確認が必要である。 

・Web 会議システム等の連携が必要になるため、LTI（システムの相互運用を保証す

る規格）に準拠等、導入するシステムについての検討・確認が必要である。 

・個人情報保護の観点から、LMS 上でのデータ活用に制限がある（例：職業大では、

LMS 上で訓練受講者氏名が使用できないため学生番号で管理）。 

・契約満了等により LMS の運用システムが変わると、データベースの引継ぎができ

ない場合が多い。 

・課題によっては、LMS での取扱いに不向きな成果物もある（A2 サイズで描いた手

描き図面等）。 

・LMS や ICT 機器に関する研修等を実施し、職員の意識改革と効果的に活用する方

法を習熟する必要がある。 

・教材の共有化のためには、著作権の確認、教材の登録・削除手続き、閲覧範囲の

設定など管理する仕組みづくりが必要である。 

・ハローワークシステム等、能力開発に関係する外部のデータベースとの共有化・

標準化も必要である。 

・訓練受講者がどのような課題に取り組み、どういった技能を習得したか等の情報

は、特定の個人を識別することができない「匿名加工情報」に加工すれば、収集・

活用が可能である。どのように匿名化するかなど、能力開発関係組織で共通のル

ール化が必要である。 
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第６章 次年度計画について 

第１節 試行に係る方向性 

令和３年度の調査研究で、現状の職業訓練への ICT を導入することで期待できる効

果として、「訓練効果の向上」「利便性の向上」「訓練実施の効率化」の３点について整

理した。その効果を検証するための試行を機構職業能力開発施設で試行実施する予定

である。なお、これらの職業訓練における ICT 導入の目的の詳細及びイメージについ

ては巻末資料４の研究会資料「令和４年度の試行実施について」を参照のこと。 

試行に係る方向性として「ICT 指導技法」「オンライン訓練」「LMS」の３点について

整理した。 

（１）ICT 指導技法 

 ICT の活用事例の中から「従来の指導における課題の解決が期待できるもの」「汎

用性が高く取り組みやすいもの」「導入が可能なもの」を選定し、指導技法を整理し

た上で試行実施することとする。また、溶接シミュレータ等の機構職業能力開発施設

において既に取り組んでいる ICT の活用事例については、ヒアリング調査等を行い

指導技法として取りまとめることとする。 

（２）オンライン訓練 

 オンライン訓練については、オンラインによる指導上の課題とその対応方法、オン

ラインによる指導が可能な実技・実習のカテゴリ、各訓練系の実技・実習における実

施方法、実施に当たっての課題について整理したところである。 

 これらの実技・実習の実施方法のうち、「訓練用機器等の貸し出しで実施が可能と

なる実技・実習」や「専用ソフトウェアの使用により行う実技・実習」については、

訓練機器等の施設外での使用や専用ソフトウェアのライセンス契約などが訓練実施

機関で取扱いが異なるが、整理した指導技法に基づいて各訓練実施機関においてル

ール上の整理を行えば実施が可能であることから、本調査研究において試行実施は

しないこととした。 

（３）LMS 

 LMS については、職業訓練における導入イメージ、効果が期待できる機能等、導入

する際の課題等を取りまとめたところである。これらの取りまとめを参考に、各訓練

実施機関が導入目的に合ったプラットフォーム、学習管理システム及び校務支援シ

ステム等を整備することが可能となることから、本調査研究においては試行実施し

ないこととした。 

 

  



調査研究資料 No.139 

- 42 - 

第２節 指導技法の試行ケース 

ICT を活用した指導技法の導入による「訓練効果の向上」及び「訓練実施の効率化」

といった効果を検証するために、指導技法を整理した上で令和４年度に試行実施する

試行ケースとして表６－１の５種類の指導技法を選定した。なお、これらの試行ケー

スは、ICT の活用事例の中から「従来の指導における課題の解決が期待できるもの」「汎

用性が高く取り組みやすいもの」「導入が可能なもの」を選定したものである。各試行

ケースの概要や機器構成例、検証すべき課題については、巻末資料４の研究会資料「令

和４年度の試行実施について」を参照のこと。 

職業訓練で VR・AR を利用する場合は、長時間の利用制限等、健康管理に考慮する必

要があるため、安全指針の策定が必要である。 

表６－１ 試行ケースとして選定した指導技法 

No. 試行ケース 活用する ICT デバイス等  試行を行う 
訓練系及び訓練内容  

１  
細かい手順がある作業等に対
して各種 ICT デバイスを活用し
た作業支援を行う 

・機械加工視点カメラ 
・タブレット（AR マーカーの
活用、電子黒板機能） 機械系  

「汎用工作機械作業」 

２  カン・コツ要素を、力覚センサを
活用して見える化する ・力覚センサ 

３  
完成イメージや作業指示など
を、XR デバイスを活用して訓
練受講者に提示する 

・XR デバイス 
居住系  

「建築製図」 
「建て方作業」 

４  
VR 体感機を活用して疑似体
験が難しい災害に対する安全
教育を実施する 

・体感型 VR デバイス 機械・電気・居住系  
「安全教育」 

５  
シミュレーションソフトを活用して
実機を使わず制御システムや
機器の動作を理解する 

・制御シミュレーションソフト 機械系「油空圧制御」 
電気系「シーケンス制御」 

第３節 指導技法ツール 

試行検証用に開発する新たな指導技法については、幅広い年齢層の指導員が利用す

ることを想定し、円滑な試行実施のため、試行実施施設と協力しながら以下の３点の

ツールを整備することとしている。 

なお、ICT を活用した指導技法を普及していくためには、ツールの整備に加え、ICT

を活用することによる利便性及び訓練効果の理解促進や、ICT 活用のための研修、指

導員間の定期的な勉強会等が必要になると考える。  
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（１）ICT 指導手順シート 

 訓練カリキュラムにおいて、ICT を使用する狙いや使用するタイミング、指導方

法などを把握するためのシートで、機構の離職者訓練のカリキュラムごとに整備さ

れている指導手順シートをベースにして作成されるものである。 

研究会で事務局が提示した素案については、巻末資料４の研究会資料「令和４年度

の試行実施について」を参照のこと。 

また、項目などの様式については、研究会でいただいた意見も参考にしながら試

行実施前までに確定させることとする。 

（２）ICT 機器利用マニュアル 

 使用する ICT の取扱説明書を補完し、訓練への活用方法を中心に取りまとめた動

画や電子マニュアルで、例えば、多くの機能を有する機器を訓練に活用する際、ど

の機能を使用すればよいか等を明確にし、初めて使用する ICT 機器に対して、利用

のためのハードルを下げるのが目的。 

（３）ICT 教材（コンテンツ）作成の進め方 

 指導員が ICT 機器を使って教材（コンテンツ）を自作する際に、ICT 機器をどの

ように使うかをイメージできるようにするための資料。例えば、視点カメラを使っ

た試行実施の場合、視点カメラや定点カメラでどのように撮影し、撮影した動画や

画像をどのように編集して教材にするかといった流れなどをわかりやすく示した資

料となる。なお、試行実施を行う指導技法によっては、コンテンツを作成する必要

がないものや、VR 安全体感機のように ICT デバイスに付属するコンテンツを使用す

るケースも考えられる。 

第４節 評価シート（アンケート） 

試行実施を行った後に、想定した目的を達成したのか、改善すべき点があるかなど

の意見を聴取するために、アンケート調査を行うこととし、そのための「評価シート」

を作成することとした。あくまで ICT を活用していない状態と比べてという評価が必

要であるため、従来はどのような訓練を実施していたかを説明する必要がある。 

事務局で想定した各試行実施での共通の主な設問項目は下記のとおりであるが、研

究会の中で、アンケート調査実施後に設問になかったことをあらためて聞くことは困

難であるため、事前に設問を固めておくのではなく、試行実施直前まで試行実施施設

とやり取りを行い、設問の追加が行えるようにしたほうがよいとの意見をいただいた。

また、アンケート調査は、訓練受講者と担当指導員の両方に行うことを想定している。 
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・ICT を活用しない訓練と比べて、期待される効果が得られたか否か 

・ICT を活用しない訓練と比べて、理解度が向上したか否か 

・ICT 機器の扱いやすさ・使いやすさについて 

（訓練受講者が直接操作する ICT の場合） 

・試行実施した ICT を今後も訓練で使用した方がよいと思うか 

・改善点について（こうしたほうがよい、こういう要素も追加したほうがよい等） 

第５節 令和４年度のスケジュール 

令和４年度の本調査研究のスケジュールは、図６－１のとおりである 

月  事務局  研究会  成果物  

3 中間報告書のとりまとめ  中間報告書  

4  委員委嘱（3 月まで）  

5    

6 
ICT 機器を活用した訓練技法の試行実施及び調査  
【試行ケース】 
①  細かい手順がある作業等に対して各種 ICT デバイスを活

用した作業支援  
②  カン･コツ要素の力覚センサを活用した見える化  
③ 完成イメージや作業指示などの XR デバイスを活用した訓

練受講者への提示  
④  VR 体感機を活用した疑似体験が難しい災害に対する安

全教育  
⑤  シミュレーションを活用した実機を使わず制御システムや機

器の動作の理解  
【実施事例の調査】 
 試行ケース以外の ICT 機器を活用した事例の調査  
オンライン訓練を活用した実技実習に関する調査研究  
LMS を職業訓練への活用に関する調査研究  

  

7 
  

8 
  

9 
 

ICT を活用した指導技法  
・ ICT 指導手順シート  
・ ICT 機器利用マニュアル  
・ ICT 教材の作成の進め方  
・評価シート(アンケート)集約結果  
・試行実施で作成された ICT 教材  

10 
第１回研究会  
【検討事項（案）】  
・試行実施結果報告  
・調査・研究報告  
・指導技法のとりまとめ案  11  

12 指導技法のとりまとめ 
  

1  第２回研究会  
【検討事項（案）】  
・指導技法のとりまとめ  

 

2  調査研究報告書  
・職業訓練の ICT 化に係る指導技法  
・試行実施結果  
・LMS を活用した職業訓練の効果的な 
運営方法  

・職業訓練の ICT 化に向けての課題と対応  
3 調査研究報告書（最終報告書）のとりまとめ 

 

図６－１ 令和４年度のスケジュール（予定） 
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職業訓練の ICT 化に係る指導技法等の開発研究会  設置要項  

（目的）  
第１条  職業能力開発促進法に基づき、令和３年度から令和７年度までの５年間にわたる

職業能力開発施策の基本方針について厚生労働大臣が策定する「第１１次職業能
力開発基本計画」において、「訓練内容の高度化や訓練実施の効率化を図るため、
当機構が行うものづくり分野の職業訓練における新たな IT 技術（AR・VR 技術を
活用した訓練、受講管理システム等）の導入に向けて、訓練手法の開発・検証等
を進める。」とされたところである。  
また、職業訓練や職業訓練指導員の養成訓練については、第４次産業革命に伴

う技術革新の進展に対応した、新たな指導技法等の開発が求められている。  
本調査研究では、上記の情勢を踏まえ、職業訓練の ICT 化に係る指導技法等の

開発を行うことを目的とするものである。  
本研究を行うため、「職業訓練の ICT 化に係る指導技法等の開発研究会」

（以下「研究会」という。）を設置する。  
（研究事項）  
第２条  下記の事項について開発等を行う。  
（１）デジタル技術を活用した訓練の新たな指導方法  
（２）デジタル技術を活用した訓練の新たな実施方法  
（３）デジタル技術を活用した訓練の新たな運営方法  

（構成）  
第３条  委員は民間有識者、地方自治体、厚生労働省、機構本部、職業能力開発総合大学

校（以下「職業大」という。）の関係分野に見識のある者の中から若干名で構成す
る。  

２  研究会に、委員の中から座長を置くこととする。  
（委嘱）  
第４条  委員は、職業大校長が委嘱する。  

２  委員の任期は委嘱の日から当該年度の末日までとする。  
（研究会の開催）  
第５条  研究会は、職業大校長が招集し、開催する。  
（作業部会）  
第６条  研究会は、調査・研究を推進するために必要な作業部会を設置することができる。  
（事務局）  
第７条  研究会及び作業部会の事務局は、職業大基盤整備センターに置く。  
（その他）  
第８条  この要項に定めるもののほか、研究会及び作業部会の運営に関する必要な事項は、

職業大基盤整備センター所長が別に定める。  
 
附則  この要項は、令和３年４月１日から施行する。  
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